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1.  問題の提起 

企業会計は一定の 基本理念や目的に 基づいて 

制度化され，実施される。 したがって法令に 基 

礎 づ げられて設定されている 制度会計，具体的 

には商法会計，証取法会計および 税務会計 はそ 

れぞれの法律のもつ 基本理念や目的に 沿ったも 

のとして構築され ，実践されている。 商法会計 

および証取法会計において ，計算書類や 財務諸 

表といった会計報告書の 適法性や適正性を 検討 

する会計監査は ，制度会計の 基本理念や目的を 

実現するための 一環として，会計報告書が 窮極 

的にそれらに 整合するものとして 作成されてい 

るか否かを検証することを 任務として実施され 

る。 

ところで商法上の 大会社は，監査役による 会 

計監査のほか ，公認会計士または 監査法人によ 

る会計監査を 受げなければならないことになっ 

ている ( 商法特例 法 第 2 条，第 4 条 1 項 ) 。 また 

これらの大会社の 多くは同時に 証券取引法にし 

たがって公認会計士または 監査法人による 監査 

証明を受けたければならない ( 同法第 f93 条の 21 

項 ) 。 このように同一の 会社が，商法および 証券 

取引法という 別個の法律の 規定にしたがって ， 

同じく公認会計士または 監査法人の会計監査を 

受げなければならない 現状に照らして ，商法監 

査をもって証取法監査に 代えうるのではないか 

という意見が 会計実践 界 において提出されてい 

る。 このような意見は ，商法上の計算書類と 証 

取法 上の財務諸表とではその 構成や内容に 若干 

査 証取 乾油 
明 

相違はあ っても，同一の 会社の会計報告書であ 

り， しかもどちらも 公認会計士または 監査法人 

セこ よる会計監査を 受けるのであ れば，一方の 法 

律に基づく監査をもって 他方の法律の 要請を同 

時に満たしうものでほないかという 経済性に起 

因するものであ るから，その 動機は妥当であ る 

といえよう。 

先に述べた よう に，商法会計および 証取法会 

計はそれぞれが 商法および証券取引法の 基本理 

念や目的に即したものであ り，これらの 制度会 

計における監査もこれを 受けたものであ る。 そ 

こで商法監査と 証取法監査の 代替性を検討する 

にあ たっては， 2 つの制度会計の 基本理念や目 

的の検討をほじめ ，市制度会計の 特質，監査の 

性格について 総合的な比較検討を 行なわなけれ 

ばならない。 

そこで本稿では ，まず最初に 2 つの制度会計 

の特質について 考察しさらにこれを 受けて 両 

監査の性格を 種々の側面から 検討する。 そして 

その結果を相互に 比較することによって ， 2 つ 

の監査の代替性， とりわけ大会社における 商法 

監査をもって 証取法監査に 代えうるか否かほつ 

いて考えてみたいと 思う。 

2.  商法会計および 証取法会計の 特質 

鰻 ) 商法会計 

商法会計とは ，商法を中心とする 各種の法律 

や規則にしたがって 実施される企業会計をい 

う 。 商法会計は責権 者保護を意図するものであ 

ると，かねてから 考えられてきた。 だが戦後に 
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なって商法改正が 企てられるたびに ，株主の立 
場を顧慮した 規定が加えられたり ，また規定が 

そのように改正されたりして 今日にいたってい 

る。 商法上株主 は 会社の所有生と 観念されては 

いるが，大会社においては ，所有と経営の 分離 

が 進み，株主の 多くはたんなる 投資家または 投 

機家として，社債権 者などと同質化するにいた 

っている。 このような現実に 着目してか，株主 

を実質的には 会社の外部者と 同様にみて，現行 

商法においては 株主保護を意図した 規定が会社 

の計算規定の 各所に見受げられるようになって 

いる。 ところで株主保護と 債権 者保護とが常に 

両立し， 相 矛盾するようなことがなければ ，そ 

こになんら問題は 生じない。 だが現実には ， 債 

権 者保護をはかろうとすると 株主保護がおろそ 

かになったり ，株主の立場を 重視すると債権 者 

保護に抵触するような 場合が少なくない。 そこ 

で商法では，株主保護と 債権 者保護との双方を 
意図するところから ， これら二つの 立場が枝 容 

れないような 場合においては ，両者の利害関係 

の調整をはかる よう 配慮されている。 商法第 

290 条の配当可能利益の 計算規定などはその 典 

型的な例といえ よう 。 このようにして 商法会計 

においては，債権 者および株主の 保護を意図 

し ， しかるが故に 二つの立場が 相矛盾する場合 

には，両者の 利害関係の調整がはかられる ょ 5 

になっている。 この ょう な配慮は，企業をめぐ 

る有力な利害関係者であ る債権 者および株主を 

保護することによって ，窮極的には 経済社会に 

おける秩序の 維持をはかろうとする 基本理念に 

立脚するものであ るといえよう。 それに加えて 

すでに述べた よ うに，その企業活動によって 社 

会的に重大な 影響を及ぼす 立場にあ る大会社に 

ついては，社会的責任の 遂行の状況を 企業内容 
の開示を通じて 社会的にぎびしく 監視するため 

に， とくに計算公開制度を 強化しまた会計監 

査を通じてこれを 保証しょうとする 思想が商法 

会計の底を脈々と 流れている。 大会社の場合は 

とくに，これをめぐる 利害関係者も 多様化して 
いるので， これら関係者を 保護し，利害関係の 

調整をはかることによって ， またさらに企業の 

活動状況を広く 社会一般に開示して 周知せし 

め， これを通じて ，企業行動を 常に正しい方向 

に誘導することによって ， 自由企業制度を 維持 

し，発展させてゆこうとするところに ，商法会 
計の基本理俳が 見い出されうるのであ る。 

ところで商法会計が 実施される主体は 何であ 

ろうか。 端的にいって ，それはすべての 商人で 

あ る。 商人の行う会計につぎ ，商法およびこれ 

に 関連する法律は ，個人商人よりは 合名会社や 

合資会社により ぎ びしい制約を 課し合名・合 

資会社よりも 有限会社に対して ， また有限会社 

よりは株式会社に 対していっそ う 厳格な規定を 

設け，さらに 同じく株式会社であ っても中また 

は 小会社よりも 大会社に対して き びしい制限と 

規制とを加えている。 すなわち商人としての 規 

模が大きくなって ，その社会性が 高まるにつれ 
て，それだけ 法的規制が厳格になっているので 

あ る。 商法特例 法 において大会社と 小会社とに 

ついての特則を 設けている点などはその 典型的 

な例であ る 0 このように規制のぎびしさに 強弱 

はあ るにせよ，商法会計がすべての 商人を適用 

対象とするところに ，制度会計における 商法会 
計 の一般性が認められるのであ る。 

次に商法会計にお し 、 て ，企業内容の 開示が行 

われなければならない 論拠について 考えてみる 

ことにしょう。 商法会計， とくに大規模株式会 

社の会計は，株主および 債権 者に対する受託 責 

任 (accountability) の遂行， これに関連した 計 

算書類の，株主による 承認および 権 定 ならびに 

それを受けての 取締役の責任の 解除という一連 

の過程をへて 展開される。 すなわち株主等と 会 

社との間の ヱク サティー・アカウンタビリティ 

一の関係を前提として ，会社の財産や 損益の状 
況等を明らかにすることを 目的として会計が 行 

われ，その結果の 開示が法規によって 社会的に 

義務づげられているのであ る。 この過程を商法 

の 規定にそって 具体的にみることにしょう。 

中 ・小会社においては ，取締役は計算書類を 

定時株主総会に 提出し貸借対照表，損益計算 
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書 および利益の 処分または損失の 処理に関する 

議案 ( 「利益処分 案 」と略称 ) について承認を 求 

めたければならないが ，営業報告書について 

は，たんにその 内容を報告すれば よい ( 商法第 

283 条 1 項 ) 。 これらの計算書類は 定時株主総会 

における承認決議を 経た後に確定される。 そし 

てこれに対して 大会社の場合には ，各会計監査 

人の監査報告書に ，貸借対照表および 損益計算 

書について，法令および 定款の規定にしたがっ 

て 会社の財産および 損益の状況を 正しく示して 

いる旨の記載があ り，かつ各監査役の 監査報告 

書に会計監査人の 監査の結果を 相当でないと 認 

めた旨の記載がないときには ，商法第 283 条 第 

1 項の規定にかかわらず ，取締役は貸借対照表 

および損益計算書について 定時総会の承認決議 

を求めなくてもよい ( 商法特例法弟 16 条 1 項 ) 。 

つまり大会社の 計算書類は，取締役，監査役お 

よび会計監査人の 責任において 確定されること 

になる。 しかしながら 監査役または 会計監査人 

が不適正または 相当でないという 意見を表明す 

ると ぎ ， または各監査役の 監査報告書に 会計監 

査人の監査の 結果を相当でないと 認めた旨の記 

載があ るときには，貸借対照表および 損益計算 

書は ，株主総会の 承認決議によって ほ じめて， 

確定される。 貸借対照表および 損益計算書につ 

ぎ，定時総会での 承認決議を要しない 場合で 

も，定時総会にこれらの 書類を提出して ，その 

内容について 報告しなければならない。 なお 大 

会社の場合でも 中 ・小会社の場合でも ，利益処 

分案については ，定時総会における 承認決議が 

必要とされる ( 商法第 253 条 1 項 ) 。 

取締役は，貸借対照表および 損益計算書を 定 

時 総会に提出して 承認されたとき ，または承認 

を求めること 要しないで，その 内容を定時総会 

で報告したと ぎ は，遅滞なく ，それらの書類ま 

たはその要旨を 公告しなければならない ( 商法 

第 283 条Ⅲ 項 ，商法特例 法 第 16 条Ⅱ 項 ) 。 

最後に商法会計の 理論的特徴について 述べる 

ことにしょう。 商法会計はかって 債権 者保護を 

目的とする財産法的な 会計思考に基礎 づ げられ 

ていた。 だが前述のように 戦後における 数回に 

わたる改正をへて 株主保護をも 目的に加え，損 

益法的思考を 加味するにいたっている。 財産法 

的思考に よ れば，会社などの 保有する財産の 状 

態を明らかにすることが 会計の主要な 目的とさ 

れ ，計算書類の 中でも， これを表示する 貸借対 

照表が重視される。 この貸借対照表は 財産の実 

地 棚 卸の結果作成される 財産目録を主たる 源泉 

として 調 成される。 この考え方に ょ れば，貸借 

対照表は債権 者に対する債務返済能力を 示す資 

産と返済すべき 負債および会社の 正味財産であ 

る資本との対照表であ り，債権 者に対して会社 

など商人の財産状態を 表わすものと 特徴づけら 

れる。 これに対して 損益法の考え 方は，株主 

の ，会社の営業成績に 対する関心 ケ ここたえて商 

人の収益力 め 測定表示を主たる 目的として，期 

間損益の算定を 重視する。 かくて財務諸表のう 

ちでも損益計算書が 重視され，貸借対照表 は期 

間 損益計算の用具すなわち 将来の収益および 費 

用を記載する 計算表と認識される。 

商法会計においては ，債権 者保護的見地に 基 

づく財産法的要素をあ る程度残しながらも ，損 

益法的思考にしたがった 会計処理法に 関する 規 

定 がかなり導入されている。 前者に属する 規定 

の例としては ， 利益準備金の 積立てに関する 規 

定 ( 商法第 288 条 ), 資本準備金の 積立てに関す 

る規定 ( 商法第 288 条 ノ 2), 法定準備金の 使途 

を 特定する規定 ( 商法第 289 条 ) などがあ げられ 

る。 後者の例としては ，創立費の繰延べ ( 商法 

第 286 条 ) や開業準備費の 繰延べ ( 商法第 286 条 ノ 

2) 等 繰延 経理に関する 規定，引当金の 設定に 

関する規定 ( 商法第 287 条 ノ 2) などが指摘でぎ 

よう 。 商法会計においては ， また債権 者保護の 

要請と株主保護のそれとが 常に調和のとれる よ 

う 配慮されている。 その例は，試験研究費や 開 

発費等の繰延べ 経理を行 5 場合に， 支出の後 5 

年内または 3 年 内に毎決算期に 均等 額 以上の賞 

却を要求する 規定 ( 商法第 286 条 ノ 3 等 ), 配当 

可能利益の算定に 関する規定 ( 商法第 290 条 ) な 

どであ る。 これらの規定においては ，株主保護 
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の 思想に基づく 処理が債権 者保護の見地に 立っ 

て制限されているのをみることができる。 

商法およびこれに 関連する法令のなかには ， 

会計に関する 規定が網羅的に 取り込まれている 

のではなく，商人が 会計を行ってゆくにあ た 

り， 上の思想を実現する 上でとくに必要かっ 充 

分な規定が投げられているにすぎない。 そして 

これらの規定以外の 点については ，公正な会計 

慣行を勘所して 会計処理を行わなければならな 

いのであ る ( 商法第 32 条Ⅱ 項 ) 。 つまり商法会計 

においては，公正なる 会計慣行を尊重して 会計 

を行い，商法会計の 基本理念を実現する 上でと 
くに重要な点については ，商法などにおける 規 

定 にしたが ぅ べ き ものとされている。 

(2) 証取法会計 

証取法会計とは ，証券取引法の 定めるところ 

にしたがい， この法の精神ないし 目的を実現す 

るための一環として 展開される企業会計をい 

う 。 証取法会計は 証券取引法を 基礎とし企業 

会計原則や大蔵 省令等にしたがって 実施され 

る 。 

証券取引法は ，国民経済の 適切な運営および 

投資者の保護に 役立っために ，有価証券の 発行 
および売買その 他の取引の公正を 期し さらに 

有価証券の流通の 円滑化を目的として 制定され 

たものであ る ( 証取法第 1 条 ) 。 この法律の下に 

行われる有価証券の 募集または売出に 関する届 

出制度は整備された 企業内容開示制度を 擁して 

いる。 この制度においては ，有価証券の 発行市 

場および流通市場において ，投資者の有価証券 

への投資の思 意 決定にさいして 有用な諸情報の 

開示が行われ ，投資者の保護がはかられてい 

る。 すなわち有価証券届出 書 ，有価証券報告 
書，半期報告書，連結財務諸表，臨時報告等が 

開示されて，投資者が 会社の営業，経理その 他 
の 状況について 知り ぅ るようになっている。 次 

に証取法に基づく 企業内容開示制度をさらに 詳 

細に考察することにしょう。 

この法律によれば ，一定額以上の 有価証券を 

募集する，または 売出す会社は ，有価証券届出 

書を大蔵 大臣に提出する 義務を負い， またこの 

届出をした会社や 証券取引所への 上場会社等 

は，事業年度ごとに 有価証券報告書を 大蔵 大臣 
等に提出しなければならないことになって い 

る 。 有価証券届出 害 および有価証券報告書は ， 

大蔵 省令で定めるところに よ り，当該会社の 目 

的，商号および 資本または出資に 関する事項， 

営業および経理の 状況その他事業の 内容に関す 

る 重要な事項，会社の 役員等に関する 事項，募 
集または売出に 関する事項ないし 会社の発行す 

る有価証券に 関する事項，その 他公益または 投 
資者保護のため 必要かっ適当なものとして 大蔵 

省令で定めるものを 記載しなければならない。 

これらの事項を 記載する財務計算に 関する書類 

を財務書類とよび ，そのうち貸借対照表，損益 

計算書，利益金処分計算書などを 財務諸表とい 

う， 

証券取引法の 目的は，前述のように ，国民経 

済の適切な運営および 投資者の保護に 資するた 

め，有価証券の 発行および売買その 他の取引を 
公正ならしめ ，かっ有価証券の 流通を円滑なら 
しめることにあ る。 証取法会計の 基本理念もこ 

こに求められ ば げればならない。 商法会計の墓 
木理念に対比するならば ，証取法会計のそれは 

投資者保護にあ るということができる。 また国 

民経済の適切な 運営がこれと 並んで意図されて 

いるが，それは 証券資本制度の 維持および健全 

なる発展を意味するものといえ よう 。 同法第 1 

条の趣旨は，つまるところ ，有価証券の 発行お 

よび売買その 他の取引を公正ならしめ ， さらに 

有価証券の流通を 円滑にすることによって ，投 

貧者の保護をはかり ，それによって 自由企業制 

度の基礎をなす 証券資本制度を 維持し これを 
健全に発展せしめることにあ り，証取法会計も 

またこの目的を 共有しているのであ る。 

証取法会計の 適用対象となる 企業すなわち 実 

施主体は，証券取引所に 株式が上場されている 
会社， 1 億円以上の株式や 社債の募集または 売 
出しを行お う とする会社またはこれまで 行った 
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会社および店頭売買の 登録銘柄株式の 発行会社 

であ る。 このように証取法会計は ，商法会計に 

比して，その 適用会社が著しく 限定されている 

のを特徴とする。 

証取法会計において ，有価証券届出書や 有価 

証券報告書等の 書類を提出する 形で企業内容開 

示が義務づげられている 会社は以上のごと ぎ も 

のであ る。 この ょう に特定の会社に 企業内容の 

開示を義務づけているのは ，公益をまもり ， 投 

賢者保護をはかるうえでそれが 必要不可欠と 考 

えられているからであ る。 だがそれは商法会計 

レ こお げる企業内容開示のように ，エクイティー 

・アカウンタビリティ 一関係を基礎とするもの 

ではない。 証取法会計における 企業内容開示を 

必要とする基礎的な 考え方は公益をまもり ，投 

資者を保護することを 意図すると同時に ，一般 

大衆に有価証券の 購入を通じて ，当該有価証券 

発行会社に投資者として 参加する ようょび か け 

を行う趣旨が 含意されていることを 閑却しては 

ならない。 このようにして 証取法会計における 

企業内容開示を 基礎 づ げている基本的な 精神と 

して，開示された 企業情報を用いて 一般大衆が 

投資意思決定を 行 う ことを通じて 広く社会的Ⅰ こ 

投資者の保護をはかることは ，それがとりもな 

おさず投資者としての 参加をいざなり 意思決定 

に資することを 意味するものであ るという事実 

をここでとくに 強調しておきたいと は け。 

有価証券報告書を 提出しなければならない 会 

社は，発行する 有価証券の募集または 売出が覚 

国において行われるとき ，第三者割当の 増資が 

行われると ぎ ，親会社および 子会社に異動があ 

ったとき，主要株主に 異動があ ったとき，重要 

な 災害が生じたときなどのように ，投資者の投 

資意思決定に 著しい影響を 及ばすと考えられる 

事実が生じた 場合には，臨時報告書を 提出しな 

ければならない。 これも公益または 投資者の保 

護を目的とする 企業内容開示の 一環として，速 

報性については 問題はあ るが，事実の 正確で詳 

細な開示を行い うる 点において有効なものとい 

え よう 。 

証取法会計は 投資者に対する 企業の諸状況に 

関する情報を 提供するものであ り，これを基礎 

づ げている会計理論は ，商法会計のところで 述 

べた損益法であ る。 投資家の主たる 関心は企業 

の 収益 力 にあ るから，期間損益を 正確かつ適正 

に測定し これを損益計算書にまとめて 開示す 

ることが主たる 目的となる。 このようにして 証 

取法会計 は 戦後におけるその 成立以来，現在に 

いたるまで， 損益法的思考に 基づいて形成さ 

れ ，運営されてぎているのであ る。 その点は証 

取法会計を基礎 づ げている企業会計原則をはじ 

めとする一連の 会計基準の性格からみて 明らか 

であ る。 

3.  商法監査の性格 

商法監査の性格について 論ずるにあ たり，ま 

ず最初に商法監査の 推移をごく大雑把にながめ 

てみよう。 商法監査の担当者であ る監査役は， 

会社の業務の 執行から独立し 取締役の職務の 

執行の監査を 主たる権 限とする，株式会社にお 

いて不可欠な 常設機関であ る。 昭和 25 年の改正 

以前の商法においては ，監査役に会計監査と 業 

務 監査の 2 つを行なう権 限が認められていた。 

しかしながら 昭和 25 年の商法改正にさいして ， 

業務監査の権 限は取締役会に 委ねられ，監査役 
にほ会計監査を 行な う 権 限だけが認められるこ 

ととなった。 それは業務の 執行から独立してい 

る監査役に，取締役の 業務の執行の 適否につい 

ての意見を表明させることは 妥当ではないとい 

う理由によるものであ った。 

商法監査に並行して ，昭和 27 年より証取法 監 

査 が実施されることとなった。 そして証取法監 

査が当初の不完全な 状態から次第に 充実したも 

のに発展してゆくにつれて ， これと商法監査と 

の関連，とりわけ 両者の重複が 問題とされ， そ 

の 調整の必要性がとりあ げられるにいたった。 

やがていくつかの 会社の倒産とこれにからんだ 

粉飾決算事件が 発生したために ，株式会社の 監 

査制度の強化の 必要性が社会的にさげばれると 
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ころとなった。 これに関連して 監査役制度の 改 

善が問題となり ，昭和 49 年 ァこ 商法が改正され ， 

またこれと同時に 商法特例 法 が制定された。 

これらの法改正および 新規立法によって ，商 

法監査に次のような 強化充実がはかられること 

となった。 その」は，監査役の 権 限が，会計監 

査に加えて業務監査を 行なう形で拡大されたこ 

とであ る 0 その二は，大会社の 会計監査にさい 

して，監査役のほか 会計監査人による 監査が行 

なわれるよ う になったことであ る。 

その後昭和 56 年には商法および 商法特例 法 の 

一部改正が行なわれ ，これによって 大会社の範 

囲が拡大され ，また監査役の 権 限の強化，会計 

監査人の監査対象となる 計算書類の範囲などの 

改正が行なわれ ，商法監査は 一段と強化される 

こととなった。 

商法においては ，周知のように ，資本の額が 

5 億円以上または 負債の合計金額が 2 ㏄億円以 
上の大会社，資本の 額が 1 億円をこえ 5 億円未 

満でかつ負債総額 2 ㏄億円未満の 中会社および 
資本の額が 1 億円以下の小会社のそれぞれにつ 

いて，会計監査の 方式を区別している。 本稿に 

おいては，証取法監査との 代替性を検討すると 

ころから，大会社の 会計監査の性格について 考 

察することにしたい。 

大会社にあ っては，計算書類について ，監査 

役の監査に加えて ，会計監査人の 監査を受げな 

げればならない ( 商法特例 法 第 2 条 ) ことにな 

っている。 ここに会計監査人とは 外国公認会計 

士を含む公認会計モまたは 監査法人をさしてい 

る ( 商法特例 法 第 4 条 1 項 ) 。 ただし次のよう 

に欠格事由が 定められているので ，これに該当 

する者は会計監査人となることが 禁じられてい 

る ( 商法特例 法 第 4 条Ⅱ 項 ) 。 

①公認会計士法第 24 条または 第 W4 条の 11 の 

規定に よ り，会社の計算書類について 監査 

をすることができない 者 

②会社の子会社もしくはその 取締役もしく 
は監査役から 公認会計士もしくは 監査法人 

の業務以外の 業務により継続的な 報酬を受 

げている 者 ， またはその配偶者 

③ 業務の停止の 処分を受 け ，その停止の 期 
間を経過しない 者 

④ 監査法人でその 社員のうちに 前号に掲げ 

る者があ るもの，またはその 社員の半数以 

上 が第 2 号に掲げる者であ るもの 

大会社の会計監査における 会計監査人ほつい 

ては，このように 欠格事由が厳しく 定められて 
おり，会計監査人の 独立性が厳格に 保証される 

よ う 配慮されているのであ る。 

次に大会社の 会計監査における 基本理念につ 

いて考えてみることにしょう。 前節で述べたよ 

う に，商法会計においては ，債権 者および株主 

の保護とその 利害関係の調整が 基本的な思想と 

なっている。 商法における 会計監査は商法会計 

の一環をなすものであ るから，商法の 基本理念 
はここにも一貫して 流れていると 考えるのが妥 

当であ ろう。 特に大会社においては ，株主， 債 

権 者，取引先，従業員，地域住民，消費者等多 
様な利害関係者を 擁しているところから ，前述 
のように独立性の 保証されている 会計監査人に 

よる会計監査が 行なわれて，監査役による 会計 
監査を補っている。 見方を変えるならば ，会計 
監査は職業的専門家たる 公認会計士または 監査 

法人に行なわしめることによって ，監査役監査 
が会計監査人によるそれに 依拠しているといえ 

るであ ろう。 このよう但して 大会社の会計監査 

は 一応株主および 貴 権 者の保護およびその 利害 

関係の調整を 目的としながらも ，実質的，窮極 

的 ヰ こは，株式会社をめぐる 各種利害関係者の 保 
護と利害の調整をはかろうとしているものと 解 

される。 それは，すべての 商人をその適用対象 

とする商法が 当面株主および 債権 者の保護と利 

害調整によって 産業社会における 秩序の維持を 

はかることを 意図するとしても ，大会社にあ っ 

てはこれをめぐる 利害関係者が 株主と債権 者だ 

げではなく多様であ るために，大会社をめぐる 
社会秩序を維持するためには ，すべての利害関 

係者を同列に 置いてこれらの 人々の保護と 利害 

調整をほからなければならないと 考えられるか 
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らであ る。 

続いて商法の 会計監査においては ，計算書類 

をいかなる規準に 照らして検討しょうとするか 

について考えてみたい。 商法第 281 条の 3 第 Ⅱ 

項には，監査報告書に 記載すべき事項が ml 項目 

にわたって規定されている。 これらの項目にお 

ける主要なチェック・ポイントは 法令または定 

款にしたがっているか 否かおよび記録の 真実性 

であ る。 前者の例は，会計監査に 限定するなら 

ば ， 3 号， 4 号， 6 号， 7 号等にみられ ，後者 

は 2 号， 5 号， 9 号等に求められる。 記録の真 

実性は会計の 仕組みの中に 本来的に要求される 

ものであ り，すべての 会計監査に共通するもの 

として適正性と 名づけることがで き ，法令また 

は 定款への準拠性が 商法監査に独自の 規準とみ 

てよいであ ろう。 定款の内容は 会社が独自に 定 

めるものではあ るが，定款それ 自体が法律の 定 

めるところにしたがってその 作成が要求されて 

いるものであ るところから ，法令または 定款へ 

の準拠性を適法性と 名づけることができるであ 

ろう。 この ょう にして適正性と 適法性が商法監 

査の規準となっているのであ る。 なお各号の性 

格については 章末の表を参照、 されたい。 

ところで商法における 会計監査人に よ る会計 

監査は事前監査として 性格 づ げられている。 つ 

まり監査役および 会計監査人に よ る監査は株主 

総会で承認・ 確定される双の 計算書類について 

行 なわれるところから ，株主総会での 承認・確 

定を起点として 時前監査と名づけるのであ る 

( 商法第 281 条Ⅱ 項 ， 283 条 1, Ⅱ 項 ; 商法特例 法 

第 2 条 ) 。 商法時令法が 株主総会の前に 会計監 

査人に よ る監査を実施せしめるのは ，会社にお 

げる経理不正，粉飾決算などを 末 前に防ぐため 

に，不適正で 法令に違反するような 計算書類が 

総会で承認確定されることのないようにという 

趣旨に よ るものであ る。 

興味深いことに ， この事前監査としての 性格 

は，商法会計が 会計報告の根拠とするエクイテ 
ィー・アカウンタビリティ 一の関係に基づいて 

いることと密接に 結びついている。 つまり会社 

の ，株主や債権 者等に対するアカウンタビリテ 

ィ一の一環として 行なわれる報告は ，会計監査 

人による監査を 受けた適正かつ 適法で，信頼し 

うる計算書類によらなければならないとする。 

このようにして 監査を受けた 計算書類を株主総 

会 での承認・確定の 対象とすることによって ， 

株主や債権 者をはじめとする 会社の利害関係者 

を保護し利害の 調整をはかろうとするのであ 

る。 

次に会計監査人の 選任については 次のように 

なっている。 まず会計監査人は 株主総会におい 

て選任される ( 商法特例 法 第 3 条 1 項 ) 。 そして 

取締役は，会計監査人の 選任に関する 議案を株 

主総会に提出するには ，監査役の過半数の 同意 

をえなければならないことになっている ( 同条 

Ⅱ 項 ) 。 選任につきこのように 規定することに 

よって，会計監査人の 取締役に対する 地位の独 

立性が確保されている。 

会計監査人の 職務権 限については ，いつでも 

会社の会計帳 簿および書類の 閲覧もしくは 謄写 

を行ない， または取締役および 支配人その他の 

使用人に対して 会計に関する 報告を求めること 

ができるようになっている ( 商法特例 法 第 7 条 

1 項 ) 。 また会計監査人は ，その職務を 行な う た 

めに必要があ るときは，会社の 業務および財産 

の状況を調査することができる ( 同条Ⅱ 項 ) 。 そ 

してその職務を 行な う ために必要があ るときに 

は ， 被 監査会社の子会社に 対して会計に 関する 

報告を求めることができる ( 同条 皿項 ) 。 この ょ 

う に会計監査人は 会計監査の実施に 必要な範囲 

内において充分な 職務権 限が認められている。 

会計監査人の 監査対象 " となる会計記録は ，商 

法 第 281 条 1 項の書類すなわち 貸借対照表，損 

益計算書，営業報告書，利益の 処分または損失 

の処理に関する 議案およびこれらの 書類の付属 

明細書であ る。 ただし，営業報告書および 付属 

明細書については ，その記載事項のうち 会計に 

関する部分に 限られている。 

会計監査人監査にさいしてしたが ぅ べ き 会計 

基準については ，商法の計算規定，計算書類規 
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則 ，公正なる会計慣行などがあ げられる。 公正 

なる会計慣行には ，企業会計原則をはじめ ，連 

続意見書等の 成文化されたものとそうでないも 

のとがあ る。 会計監査に関する 基準としては ， 

日本公認会計士協会のこれまでに 公表した各種 

の 解釈指針，財務諸表等の 監査証明に関する 省 

令 ( 以下「監査証明省令」と 略称する ) および 

同取扱通達，証取法監査にさいして 従がわなけ 

ればならない 監査基準などがあ げられる。 

会計監査を行なった 結果，会計監査人は 監査 

報告書を監査役および 取締役に提出しなければ 

ならない ( 商法特例法弟 W3 条 1 項 ) 。 監査報告書 

には，商法第 2S1 条の 3 第 Ⅱ 項 第 1 号から第 7 

号まで，第 9 号および第 11 号に掲げる事項 ( 第 

6 号および第 9 号に掲げる事項については 会計 

に関する部分のみ ) を記載しなければならない 

( 同条Ⅱ 項 ) 。 また後発事象で 会社の財産や 損益 

の状態に重要な 影響を及ばすものにっき ，営業 

報告書に記載があ るときはその 旨 ，取締役から 

報告があ ったときにはその 事実を記載しなけれ 

ばならない ( 大会社の監査報告書に 関する規則 

第 3 条 ) 。 会計監査人の 監査報告書に 記載すべ 

き事項は， このように詳細に 規定されている。 

会計監査人の 解任については ，いつでも株主 

総会の決議をもってできる 旨 規定されている 

( 商法特例 法 第 6 条 1 項 ) 。 会計監査人は 株主総 

会において信頼されて 選任されるのであ るか 

ら ，総会の信頼を 失なったときには ，総会決議 

によって任期中でも 解任され 5 6 。 しかしなが 

ら職務上の義務に 違反し または職務を 怠けた 

とき等には，監査役全員の 同意をもって 会計監 

査人を解任することが 認められている ( 商法 特 

例法 第 6 条の 2, 1 項 ) 。 

以上に考察したごとく ，大会社における 会計 

監査人に よ る会計監査 は 種々の特質をもってお 

り， これについては 商法をはじめとする 法規に 

おいて具体的に 規定されている。 大会社にお け 

る 会計監査人に よ る監査がいかに 重視されてい 

るかが容易に 理解され ぅ るところであ る。 

4. 証取法監査の 性格 

証取法会計の 適用対象、 となる会社が 有価証券 

届出書や有価証券報告書に 含めて提出する 財務 

計算に関する 書類については ，その者と特別の 

利害関係のない 公認会計士または 監査法人の監 

査証明を受げなければならない ( 証取法第 192 条 

の 2, Ⅱ 項 )0 これが証取法監査であ る。 証券取 

引制度に組込まれたこの 会計監査は昭和 25 年 3 

月の証取法改正にさいしてはじめて 制度化され 

た。 この監査制度は 同年の 9 月に企業会計審議 

会ャこ よって公表された 監査基準および 昭和 26 年 

に 公布された監査証明省令に 支えられて，同年 

7 月より実施され ，今日にいたっている。 

証取法監査の 監査主体は被監査会社と 特別の 

利害関係のない 公認会計士または 監査法人であ 

るが， ここにい う 特別な利害関係とは ，公認会 

計士等が被監査会社との 間に有する公認会計士 

法 第 24 条もしくは第 34 条の 11 第 1 項に規定する 

関係および公認会計士等が 被監査会社に 対し株 

主もしくは出資者として 有する関係または 被 監 

査会社の営業もしくは 財産経理に関して 有する 

関係で，大蔵 大臣が公益または 投資者保護のた 

め 必要かつ適当であ ると認めて大蔵 省令で定め 

るものをいうのであ る ( 証取法第 193 条の 2, Ⅱ 

項 ) 。 この点については ， 監査証明省令第 2 条 

にも詳細な規定が 設げられている。 このように 

証取法監査の 担当者たる公認会計士等の 独立性 

を確保するために 厳格な規定が 定められている 

のであ る。 

証取法会計の 基本理念は ， 先に述べた よう 

に，証取法の 目的に沿ったもので ，投資者の保 

護に 資することにあ る。 証取法会計の 一環をな 

す証取法監査もまたこの 理念を共有するもので 

なければならない。 証取法監査の 対象となる会 

社は一般に大規模企業であ り，それ故に 投資者 

をはじめ多くの 利害関係者とかかわりをもって 

いる。 投資者保護の 思想は当然のこととしてこ 

れら多様な利害関係者の 保護と利害関係の 調整 
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をも包摂するものと 考えるのが妥当であ ろう。 

次に証取法監査において ，財務諸表を 一般に 

公正妥当と認められる 会計基準に準拠して 作成 

すべ き ことを要求していることは ，監査報告書 

の意見区分の 表現を見て理解され ぅ るように 周 

知の事実であ る。 証取法監査における 判断基準 

は ，監査報告書における 総合意見の文言にみら 

れるごとく適正性にあ り，それ故に 証取法監査 

は適正性監査として 特徴 づ げられている。 適正 

性 とは，端的にいって ，財務諸表が 一般に公正 

妥当と認められた 会計基準にしたがって 作成さ 

れ，真実であ ることを表明したものであ る。 

証取法監査が 対照とする財務諸表は 株主総会 

において承認され ，確定したものであ る。 それ 

故に証取法監査は 総会における 決算確定には 影 

響を及ばさない。 そこで総会における 承認確定 

の時点以後に 行なわれる監査という 意味で事後 

監査と よ ばれている。 

さきに証取法会計における 企業内容開示は 参 

加の理論に基づいていることを 明らかにした。 

参加の理論によれば ，企業内容開示は 潜在的な 

株主，債権 者等の企業への 参加の意思決定に 役 

立ち ぅ ることをねらいとして 行なわれる。 証取 

法 監査もその趣旨に 沿って，財務諸表の 真実性 

を制度的に保証し 投資者の経済的意思決定に 

さいしての有用性を 確保するものであ ることが 

要請されなければならないであ ろう。 財務諸表 

が 有用であ るためには， まずそれが真実でなけ 

ればならない。 

さらに証取法監査における 監査人の選任につ 

いてみてみよう。 被 監査会社は公認会計士また 

は監査法人と 自由に監査契約を 結び，監査を 受 

げることができる 。 ただし公認会計士等が 欠格 

事由に該当しない ，独立不 桶 のものであ ること 

が前提条件となっていることは 言をまたない。 

公認会計士等の 監査に関する 職務権 限につい 

ては，証取法監査では ，監査契約約款に 基づく 

自由な監査契約によって 認められている。 

証取法監査において 監査対象となる 会計記録 

は個別財務諸表および 連結財務諸表であ る。 個 

別 財務諸表には ，正規の決算によって 作成され 

るものと中間財務諸表とがあ る。 前者は損益計 

算書，貸借対照表，財務諸表付属明細 表 および 

利益処分計算書であ る。 後者は中間損益計算書 

および中間貸借対照表であ る。 連結財務諸表は 

連結貸借対『 表 ，連結損益計算書および 連結剰 

余金計算書からなる。 

証取法監査において 従 う べき会計基準は 多様 

であ る。 すなわち企業会計原則・ 同注解，連結 

財務諸表原則・ 同注解， 中間財務諸表作成基 

準，外貨塵取引等会計処理基準・ 同注解，原価 

計算基準，個別意見，連続意見書，財務諸表規 
則・同取扱要領，連結財務諸表規則・ 同取扱要 

領，中間財務諸表規則・ 同取扱要領等であ る。 

会計監査に関する 基準としては ， 監査基準・実 

施準則・報告準則，中間財務諸表監査基準など 

があ げられる。 

証取法監査の 結果作成される 監査報告書の 記 

載 内容は，一方正規の 決算に基づく 個別財務諸 

表および連結財務諸表と 他方中間財務諸表とで 

異なっている。 前者は監査概要区分と 意見区分 

に分かれ，意見区分の 内容は，会計基準への 準 

拠性，継続性および 表示方法の法令等への 準拠 

性を示す個別意見と 総合意見とからなる。 後者 

においては，概要区分と 意見区分とに 分かれる 

点では前者と 共通しているが ，意見区分の 内容 

は中間財務諸表作成基準への 準拠性および 会計 

情報の有用性から 成っている。 そして両者にお 

いてはともに ， これらに加えて 後発事象につい 

ての補足的説明事項が 開示される。 

監査契約が， 被 監査会社と監査人との 間で自 

由に締結されるのと 平 灰を合わせて ，証取法幣 

査 においては，契約の 取消しも自由に 行な う こ 

とができる。 

証取法監査の 特質は以上に 述べたとおりであ 

り，証取法，公認会計士法等々で 厳しく規制を 
受ける面があ ると同時に，他方契約自由の 精神 

に従った自由な 側面のあ ることも見過すことが 

できない。 
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5.  商法益 杢と柾取法 監査との出校 検 付 

これまでの節において ，商法会計および 証取 

法会計の特質について 述べ， これを ぅ げて商法 

監査と証取法監査の 性格を種々の 側面につぎ 明 

らかにした。 本節では， これらの作業を 前提と 

して商法監査と 証取法監査との 比較検討を，商 
法会計と証取法会計との 特質にかかわらせなが 

ら，試みたいと 届 け。 

商法会計の特質は ，株主および 債権 者の保護 

とその利害の 調整を基本理念としながらも ，大 

会社については ，多種多様な 利害関係者を 擁す 
るところから ，企業をめぐる 各種利害関係者の 

保護とその利害の 調整をはかることを 目的と 

し 企業内容開示を 基礎づけるものとして ヱク 

ィ ティー・アカウンタビリティ 一関係の理論に 

立脚し，会計理論としては ，財産法的色彩を 残 

しながらも損益法の 理論に基づいている。 他方 

証取法会計は ，投資者保護を 直接の目的とし ， 

さらにこれを 拡大して各種利害関係者の 保護と 

利害の調整をはかることが 基本理念となってい 

る。 会計報告の根拠は ，しかしながら ，商法会計 

のそれと異なり ，参加の理論に 基づいている。 

基礎となる会計理論は 損益法のそれであ る。 商 

法の計算体系と 証取法のそれとの 一元化を目ざ 

して， これまでに数次にわたる 商法等や企業会 

計原則等の改修正を 経験してぎたために ，面会 

計 は 実質的に同質化をたどってはきたが ，基礎 

となる考え方に 克服の困難な 若干の相違があ る 

ために，完全な 形での 一 体 化は実現していない 

のが実状であ る。 

次に監査の問題に 話題を移そ う 。 会計監査の 

主体についてみると ，商法監査は 監査役監査を 

特徴とするが ，大会社については ，公認会計士 

または監査法人が 実質的には主体となって 行わ 

れる。 その点で証取法監査と 完全に一致してい 

る。 さらに監査人の 独立性を保つための 欠格 事 

由は ついては，商法監査は 証取法監査について 

の定めを導入するとともに ，独自の定めをもも 

っており，証取法監査と 厳格さの点では 何ら異 

なるところはないといってよい。 

会計監査人の 選任および解任について ，商法 

は独自の規定を 定めており，その 取締役からの 

独立性が強く 保証されている。 これに対して 証 

取法 監査においては ，監査契約の 締結および 取 

消は 技監査会社と 監査人との間の 自由にゆだね 

られている。 契約自由の思想が 基礎となってい 

るのであ るが， 被 監査会社が監査人との 監査 契 

約を取消し ぅる 自由については ，濫用される 余 

地のあ ることが否定しえない。 

会社監査人の 職務権 限については ，商法け木 

法 に規定を設けて 保証しているのに 対して，証 

取法監査においては ，監査契約約款において 定 

められているにすぎない。 

監査の対象となる 会計報告書は ，商法監査と 

証取法監査とではかなり 相違している。 中間財 

務諸表および 連結財務諸表が 商法会計には 導入 

されていないことが 原因となっている。 しかし 

ながら正規の 決算の結果たる 計算書類と財務諸 

表とは本質的に 異なるものではない。 商法監査 

が事前監査であ るところから ，利益処分に 関す 

る 計算書が利益処分案の 性格を有するのに 対し 

て ，証取法監査が 事後監査であ るために利益処 

分の確定された 利益処分計算書となっているこ 

とを除けば，商法の 計算書類の全内容と 証取法 

会計における 財務諸表とは 実質的にほぼ 一致し 

ているとみてよい。 ただしそれは 営業報告書に 

おける非会計的事実はほとんどが 有価証券報告 

書などにも含まれていると 考えるところによっ 

ている。 

商法会計における 会計基準は，公正なる 会計 

慣行に商法をはじめとする 法令の規定を 加えた 

ものとなっているのに 対して，証取法会計にお 

ける会計基準は 連結原則や中間財務諸表原則を 

含んでいる点を 除いては，正規の 決算にかかる 

財務諸表に対する 基準は実質的には 商法会計の 

それと異なるところはきわめて 少ない。 それは 

法規や会計基準のこれまでの 改 ・修正によっ 

て，両者のョ 天化が企てられてぎた 結果によ 
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商法会計・ 珪五と 証取法会計・ 監 Ⅰの比較 

  商 法 監 査   証 取 法 監 査   
会計報告の根拠     エク ィ ティ - アカウンタビリティ 一の理論 l 参加の理論 

- 一 一 
基本理念。 株主および債権 者の保護・利害の 調整   投資者の保護 

会計理論・財産法の 色彩を残す損益法の 理論   損益法の理論 

会計監査の規準   適法性，適正性     適正性     
監査の主体 : 監査役，会計監査人 ( 公認会計士・ 監査法人 )  公認会計士，監査法人 

公認会計士法第 24 条 1 項 ， 34 条のⅡ   "  施行令第 7 条   監査証明省令第 2 条   

    
職務権 限 l 商法特例 法 第 7 条 監査契約約款による 

監査対象 @ 計算書類・付属明細書 ( 商法第 281 条 1 項 )  . 財務諸表 ( 正規決算に よ る個別・連結・ 中間 ) 
監査の基準・ 商法，計算書類規則，公正なる 会計慣行     企業会計原則等の 会計基準，監査基準   

  

る 。 監査の基準については ，商法監査と 証取法 

監査とで，準拠すべ き ものに形式的なちが い は 6.  む す び 

あ るものの，実質はほとんど 同一であ るといっ 

てよい。 以上木積においては ，一方商法会計・ 商法監 

会計監査の規準について ，商法監査において 査 ，他方証取法会計・ 証取法監査のそれぞれの 
は 適法性が，証取法監査においては 適正性がそ 特質を明らかにしそれを 前提に両経理・ 監査 

れぞれ支配しているというのが 通説の よう であ 体系を比較検討することができた。 最後に商法 
るが，筆者は 商法監査にも 真実性の要請を 通じ 監査をもって 証取法監査に 代替し ぅ るか否かに 
て 適正性が含まれているものと 主張したい 0 そ ついての私見を 述べれ す びに代えたいと 思 らノ 

れは，商法会計の 基本理念を実現すべく ，商法 商法監査と証取法監査とでは ，基本的な考え 

監査においては 適法性が，すべての 会計監査に 方などに若干の 相違はあ るものの， これまでの 

共通する適正性に 付加されているとみるのが 妥 両者の同質化を 目途とする商法や 会計基準等の 

当 ではないかと 考えるからであ る。 数次にわたる 改修正の結果，実質的な 一元化の 
監査報告書の 記載事項について ，商法にお け 可能な範囲内でその 成果があ がっていると 思わ 

るそれは本法第 281 条の 3, 第 Ⅱ項に明記され れる。 したがって前監査を 一体化し ぅる 基盤は 
ているが，それは 証取法監査におけるものと 実 すでに確立しているものと 考えられる。 ただ 証 

質的に異なるものではない。 監査意見の表明の 政法会計が連結財務諸表および 中間財務諸表の 

仕方に， 両 監査で若干の 相違があ るが，それは 制度を含んでいる 点において，現状では 商法 益 

商法監査が適正性に 加えて適法性をも 目ざして 査 とは完全に範囲を 異にしている。 

いることに由来するものとかえる。 現在のところ 株主総会における 計算書類の承 



42@ (42) 横浜経営研究 第 W 巻 第 1 号 (1986) 

認 確定を境に，事双監査と 事後監査の形で 大会 

社のほとんどについて 公認会社 士 または監査法 

人による監査が 二重に行なわれている。 商法上 

大会社について 会計監査人による 会計監査が行 

われるようになって ，証取法監査に 著しい向上 

がみられるにいたったという 事実をみるにつげ 

ても，現行のごとき 二重監査制度は 経済性原則 
に照らして屋上屋を 架するの感が 深い。 

このように大方のところ 二つの会計監査の 実 

質的な一元化の 実があ がっていることおよび 監 

査の経済性を 考えるときに ，われわれは 両 監査 

を完全に一休化し 代替性をもたせることを 要 
請したいと届け。 現状のままでは ，制度的に， 

また形式的に 完全な一体化は 困難であ ると思わ 

れるので，近い 将来法改正等の 措置を講ずるこ 

とによって，実質，形式ともに 両 監査制度を統 

一化することが 強く望まれる。 制度的な保証と 

社会的決意とがその 実現の鍵となるものであ る 

ことを強調しておきたい。 

( 逼考コ 珪 Ⅰ報告言記載事項 ( 商法第 囲 1 条の 3, 11 項 ) の性格 
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( 注コ 会計監査関係事項で 適法性の要求されるものについては ，当然のこととして ，その 
前提条件として 適正性が満たされていなければならないと 考えるべきであ る。 それ 
故に第 3 号および第 4 号も適正性に 該当し，第 6 号は会計関係事項についてのみこ 
れに該当する。 

( わかすぎあ きら 横浜国立大学経営学部教授 コ 


